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第 1 章 総則 

1.1 工法概要 

 本工法は，主として矢板工法により施工されたトンネルのうち，既設の覆工コンクリート（以

下，既設覆工という）において巻厚不足等の構造欠陥を有するものに適用する内巻補強工である．

本工法では，内巻補強工として，内空側に補強鉄筋を配置し，TDR ショット工法により高品質のモ

ルタルを吹付ける．さらに内巻補強工と既設覆工の接合面にシヤキーを設けることで，両者の一体

化を図っている． 

 下記に本工法の特徴を示す． 

1) 繊維シート補強に比べて補強効果が大きい． 

2) 接合部を確実に一体化することが可能である． 

3) 既設覆工と内巻補強工を一体化と見なした構造に対する合理的な設計が可能である． 

4) 耐久性（耐酸性，中性化抵抗性），剥落抵抗性に優れる． 

5) 仕上り面の健全性，平滑性に優れる． 

6) 既設覆工の形状や必要とする補強厚さに対する広い適用性を有する． 

 

〔解説〕 

 矢板工法で施工された昭和 50年代以前のトンネルでは，覆工天端の巻厚不足や背面空洞等の構造欠

陥を有する例が少なくない．これらのトンネルにおいては，地山や覆工の経年劣化に伴って構造的に

有害なひび割れの増加とともに，覆工の耐荷力や剛性が徐々に低下していくことが懸念されている．

また，山岳トンネルにおいては，土被りの少ない坑口部や断層破砕帯等の脆弱部における耐震性の確

保が注目されているが 1)，これらの施工箇所では，地山条件等に伴う施工の困難さから巻厚不足が生

じやすく，設計上の耐荷力が確保できていない場合がある．点検・診断の実施に伴い，その多くが予

防保全上，対策の必要な状態にあると判定されている．さらに，工事対象となる矢板工法のトンネル

では，内空断面に余裕のないケースもあり，覆工の耐荷力向上を目的とした内巻工法等の補強対策を

実施することが困難な場合もある． 

 本工法は，コンクリート構造物の断面修復工法として開発され，その後，シールドトンネルの特殊

二次覆工（鋼製セグメント区間の二次覆工）で多数の施工実績を有する TDR ショット工法（TDR シ

ョットライニングシステムを含む）と一律的な形状を穿孔して作成する円柱型のシヤキーを組み合わ

せて開発された工法である．これらの工法の特徴を活かして，本工法は補強が必要な範囲に対して必

要とされる補強仕様（モルタル強度，補強厚さ，有筋構造の採用等）を適宜設けるとともに，環境劣

化等に対しても既設覆工との一体性を確保でき，既設覆工の耐荷力にも期待できる補強設計を可能と

した工法である． 

 なお，本工法は矢板工法によるトンネルのみでなく，NATM で施工されたトンネルで，巻厚不足の

トンネルに対する補強にも適用可能である．さらに，NATM で施工された無筋構造の覆工区間に対し

て有筋構造とすることで耐震性能向上を図ることも可能である． 

 本工法の特徴として，以下に示す内容が挙げられる． 

1) トンネルの変状対策として内面補強工が挙げられ，その代表的な対策工として繊維シート補強工

等がある．内面補強工は厚さが薄いため，内空余裕のないトンネル覆工の補強に対しては優位で

ある．しかしながら，その主要な効果は剥離防止や変形抑制にあり，覆工の耐荷力を現在の劣化

状態より向上させる効果やその設計方法は現状では明確にされていない．特に，補強対象箇所の
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覆工の内面が圧縮状態となる場合には，十分な補強効果が望めないと考えられる．本工法では，

補強鉄筋を配置し，高品質のモルタルを吹付け施工することで高い補強効果が期待できるととも

に，地震時における覆工の急激な崩壊を抑制する効果も期待できる 2)． 

2) 環境劣化を受けるような場合でも既存躯体と新設躯体を一体化させる場合には，既存躯体の表層

を斫り，そこに新設躯体のコンクリートもしくはモルタルを打ち込み，凹凸の噛み合いにより機

械的に一体化させることが求められる．一般的にはウォータージェットによる切削が採用される

場合が多いが，本指針で対象とする天端部の巻厚が薄い条件ではその施工が難しい．そこで，本

工法では接合面に円柱型のシヤキーを施工し，高品質のモルタルを吹付け施工することで，従来

の不規則な凹凸の目荒らしに比べて，確実かつ簡易に一体性の確保が期待できる．さらに，ウォ

ータージェットと比較して，コストの低減も期待できる． 

3) 表 1.1.1 に補修・補強工法の分類 3)を示す．覆工内面の補強対策として，「内面補強工」，「内巻補

強工」がある．「内面補強工」は，「繊維シート補強工」や「鋼板接着工」が対象となるが，正規

の巻厚での構造性能を保証するものではない．一方，「内巻補強工」は，巻厚不足の覆工に対し，

その内面に新たに耐荷力を有する補強材を配置するものであり，巻厚不足の覆工に対し，正規の

巻厚での構造性能を確保することが可能である．「内巻補強工」には，プレキャスト部材等の内巻

補強工のみで荷重を負担する構造と既設覆工の耐荷力にも期待する構造に大別される．さらに，

後者のうち，既設覆工と内巻補強工が一体化されていない重ね梁構造と一体性を確保した合成梁

構造の 2 つがある．本工法による内巻補強工は，既設覆工と内巻補強工を一体化し，両者間で応

力を伝達させることで，既設覆工の耐荷力にも期待する合成梁構造である．両者を一体と見なし

た構造に対する合理的な設計により，既設覆工そのものの安全性を確保した上で補強が可能であ

る．また，既設覆工の耐荷力にも期待することで内巻補強工が負担する断面力の抑制も可能とな

り，補強厚の低減が見込めることから，建築限界の制約がある中においても施工が可能である． 

 

表 1.1.1 補修・補強対策工の分類 3) 

 
 

4) 本工法の補強構造は，補強鉄筋と高品質の TDR モルタルからなる．本工法適用後に覆工背面から

の湧水の滲出も懸念されることから，樹脂塗装鉄筋の適用を標準としている．さらに TDR モルタ

ルの中性化抵抗性は，24N/mm2 コンクリートの 3 倍，遮塩性も 2 倍程度で，高い耐久性能を有し
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ている 4)． 

5) TDR モルタルは 2 層仕上げを標準とし，表層 20mm にひび割れを抑制するナイロンファイバーを

添加する．基層は木ゴテで粗仕上げを行い，表層は翌日以降に施工する．表層は金ゴテで仕上げ

るため，セントルの型枠面と同等の平滑性が確保できる． 

6) 内巻補強工の吹付け厚さは 80~300mm の範囲で任意に設定可能であり，設計により天端部は厚く，

それ以外は薄くすることが可能である．トンネルによっては，坑口区間の断面が変化するものや，

断面が拡大する非常駐車帯部を有するもの等，補強対象となる既設覆工の内空が変化する場合が

ある．さらに，覆工の肩部近傍は建築限界を確保するため，一部をウォータージェットで切削す

る等の対応が求められる場合もあり，不連続な内空形状となるケースがある．本工法では，吹付

けによって補強部材を施工することから，これらのような既設覆工の様々な形状に対しても適用

が可能である． 
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1.2 適用範囲 

 本指針は，本工法による補強工法の設計・施工に関する一般的事項および特に配慮すべき事項に

ついて示すものである． 

〔解説〕 

 道路トンネル維持管理便覧【本体工編】第 7 章 措置 3)では，変状の発生原因や発生状態等に応じて

表 1.1.1に示す各種対策方法を選定することとしている．本指針に示す補強工法は，覆工天端の巻厚不

足に伴う構造欠陥を有するトンネルの耐久性向上を目的として，矢板工法で施工され，建設後相当年

数経過したトンネルを対象としている．そのため，矢板工法にて施工可能とされ，発破掘削を主体と

した岩質の覆工側部においては，矢板工法にて標準とされた 50cm 以上の覆工厚を有し，膨張圧や偏

土圧等の外力を受けない一般的なトンネルを標準的な対象トンネルとしている． 

 建設年度が古い矢板工法トンネルにおいては，現在の道路構造令にて必要とされる内空が確保され

ていない場合が多い．本工法による補強工法では，既設覆工を活用しつつ制約条件内での内巻補強工

によって，構造欠陥を有する現在の耐荷力から補強目標とされる覆工仕様と同等の耐荷力へと向上さ

せることを目的としている．巻厚不足のトンネルの補強目標として，設計巻厚まで復旧することが理

想であるが，現実は極端に巻厚が不足しているトンネルが多く（10～15cm 程度），これを設計巻厚ま

で戻すことは困難である．従って，本工法においては，標準的な覆工仕様（覆工厚30cm，無筋）や坑

口部覆工仕様（覆工厚 35cm，単鉄筋）等と同等以上の耐荷力が期待できる補強目標を検討する． 

 本工法にて目的とする補強設計の考え方や施工面における留意事項を十分に理解し，設計にて期待

する性能を十分に発揮させることが重要である．そのため，本指針では本工法における設計および施

工に関する標準的な考え方を示しており，その内容を十分に理解した上で本工法を適用するものとす

る．なお，本指針にて対象としていない偏土圧等の水平方向の外力が作用するトンネルや，地震時に

トンネルの崩壊を抑制するための対応等に対しても，本工法が完全に適用不可となるものではない．

本指針にて想定した荷重条件と異なる場合には，本工法の特徴を十分に理解し，想定される設計条件

について十分な解析等の検討を行うとともに，施工面における検討も十分に実施した上で適用の可否

を判断する． 

 本指針では，補強方法としてTDRショット工法および円柱型シヤキーの適用を想定している．他工

法においても既存覆工と一体化する補強方法の中で，本指針で示す力学特性の検証が可能であれば準

用できるものとしており，工法を限定するものではない． 

 

 本指針以外に準拠すべき，主な基準類は次のとおりである． 

 土木学会：トンネル標準示方書〔共通編〕・同解説/〔山岳工法編〕・同解説，2016.8 

 土木学会：コンクリート標準示方書［設計編］，2023.3 

 日本道路協会：道路トンネル技術基準（構造編）・同解説，2003.12 

 日本道路協会：道路トンネル維持管理便覧【本体工編】，2020.9 
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1.3 用語の定義 

 本指針に用いる主な用語の定義は以下による． 

1) 既設覆工：対策が必要とされる対象トンネルの覆工コンクリートの部分をいう． 

2) 内巻補強工：本工法において内空側に吹付け工法にて増し打ちする内巻補強の部分をいう． 

3) 建築限界：トンネル内で車両等が通行する際に必要とする寸法上の制限をいう．トンネルの内

空は建築限界に対して余裕をもって設定されているが，一般的に肩部において最小余裕となる

場合が多く，補強設計・施工上の着目点となる． 

4) 吹付けモルタル：TDR ショットライニングシステムにより施工される高品質な吹付けモルタ

ルをいう． 

5) シヤキー：既設覆工を円柱型に穿孔し，凹部に吹付けモルタルが充填されたせん断抵抗要素を

いう． 

6) 補強鉄筋：補強部材を RC 構造とするために用いるエポキシ樹脂塗装鉄筋をいう． 

7) あと施工アンカー：既設覆工を穿孔・設置し，補強鉄筋を支持するアンカーボルトをいう． 

 

〔解説〕 

 本工法の概要と各部の名称を図 1.3.1 に示す． 

 

 
 

図 1.3.1 補強工法の概要と各部の名称 

 

 また，本工法で用いる円柱型のシヤキーの概要を図 1.3.2 に示す． 

 

図 1.3.2 シヤキーの概要  
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第 2 章 使用材料 

2.1 材料の種類と仕様 

 本工法に用いる主な材料の種類と仕様は以下を基本とする． 

 

1) 吹付けモルタル 

 内巻補強工に用いる吹付けモルタルの仕様は表 2.1.1 による． 

 

表 2.1.1 吹付けモルタル 

（a） 標準配合 

単位量 [kg/m3] 硬化促進剤※2 

[kg] TDR モルタル※1 水 

1,900 266 38 
※10.5Vol%のビニロンファイバーを含む 
※2表層 20mm にはナイロンファイバー50g/m3も添加 

 

（b） フレッシュ性状と施工性 

ミニスランプ モルタル吐出量 

[m3/hr] 

はね返り率 

[%] [mm] 

95±25 0.2~1.0 2~5 

 

2) 鉄筋 

 内巻補強工の鉄筋には，エポキシ樹脂塗装（JSCE-E105-2003）を施した鉄筋コンクリート用棒鋼

（JIS G 3112）」を用いる．その仕様は原則として表 2.1.2 による．いずれの鉄筋も呼び径が D19，鋼

種が SD345 の異形棒鋼を用いることを基本とする．配筋は主筋，配力筋ともに 200mm ピッチを基

本とし，既設覆工側のかぶり厚さは 10mm 以上，内空側のかぶり厚さは 30mm を基本とする． 

 

表 2.1.2 鉄筋 

部材 鋼種 呼び径 

主筋 SD345 D19 

配力筋 SD345 D19 

 

3) あと施工アンカー 

 接合面に施工するあと施工アンカーは，施工性，付着強度，クリープ性状，その他構造特性等を

検討した上で決定することとし，原則として，M16 の金属系アンカーとする． 

 

〔解説〕 

1) 吹付けモルタル 

 本工法の内巻補強工には図 2.1.1 に示す TDR ショット工法による吹付けモルタルを用いる．本吹付

けモルタルは，セメントおよび細骨材を主成分としたプレミックスタイプの無機系特殊モルタルを現
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場にて練り混ぜて施工するものである．また，硬化促進剤を用いることにより，剥落の無い安定した

厚吹付が可能であり，粉塵やはね返りも少なく良好な作業環境を実現することが可能である．施工は

原則 2 層仕上げとし，最終層は 20mm で，ナイロンファイバーを混入し，左官で仕上げる． 

 施工面積が広い場合は，施工の効率を上げるため，連続練り・吹付けを可能にしたTDRショットラ

イニングシステムを推奨する．（4.2 節参照） 

 

 

図 2.1.1 TDR ショット工法の概要 

 

2) 鉄筋 

 内巻補強工の主筋および配力筋には，エポキシ樹脂塗装（JSCE-E105-2003）を施した鉄筋コンクリ

ート用棒鋼（JIS G 3112）を用いる．これらの鉄筋は既設覆工の巻厚不足に起因して低下した断面性能

を補うことを目的として施工する．したがって，いずれの鉄筋も呼び径が D19，鋼種が SD345 の異形

棒鋼を用いることを基本とする．また，配筋は図 2.1.2 に示すように，主筋，配力筋ともに 200mm ピ

ッチを基本とし，既設覆工側のかぶり厚さは 10mm 以上，内空側のかぶり厚さは 30mm を基本とする．

ただし，別途検討により基本とする仕様を変更することは可能である． 

 

 
図 2.1.2 補強部の配筋  
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3) あと施工アンカー 

 あと施工アンカーは，主に既設覆工と内巻補強工の接合面において主に引張応力を伝達させるもの

として施工する．したがって，あと施工アンカーの仕様は，既設覆工と内巻補強工の間で引張応力が

十分に伝達されるよう，付着強度，クリープ性状，その他構造特性や施工性を検討した上で決定する． 

 金属系アンカーの施工例を図 2.1.3に示す．同図に示す金属系アンカーの種類は，本体打ち込み式で

あるが，施工時の状況に応じて他の種類の金属系アンカーを用いてもよいものとする．既設側はアン

カー筋に生じる引張応力に応じて，十分な定着長さを確保する．新設側は U 形クリップおよびナット

等を用いて配力筋に固定し，機械式定着とする．この U 形クリップは，配筋時における配力筋の固定

にも有用である． 

 

 
 

図 2.1.3 あと施工アンカーの施工例 （金属系アンカーの場合） 
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2.2 材料定数 

 本工法の設計で使用する各材料定数は以下による． 

 

1) 覆工コンクリート 

 覆工コンクリートの各設計強度は，コンクリートの設計基準強度 f ’cck をもとに算出することを基

本とする．ただし，既設覆工に対する事前調査（コア採取・圧縮試験）において，コンクリートコ

アの圧縮強度が設計基準強度を下回ることが確認された場合にはその数値を設計基準強度 f ’cck とす

る．設計圧縮強度 f’cc は式(2.2.1)，設計引張強度 fct は式(2.2.2)，ヤング係数 Ec は式(2.2.3)により算出

した数値とする． 

 

     設計圧縮強度 

𝑓′ ൌ 𝑓
′ /1.3 式(2.2.1) 

     設計引張強度 

𝑓௧ ൌ 0.23 𝑓
′ ଶ/ଷ

 式(2.2.2) 

     ヤング係数 

𝐸 ൌ ቆ2.2 + 
𝑓
′ െ 18

20
ቇ×104 (𝑓

′ ൏ 30N/mmଶ) 式(2.2.3.a) 

𝐸 ൌ ቆ2.8 + 
𝑓
′ െ 30

33
ቇ×104 (30  𝑓

′ ൏ 40N/mmଶ) 式(2.2.3.b) 

𝐸 ൌ ቆ3.1 + 
𝑓
′ െ 40

50
ቇ×104 (40  𝑓

′ ൏ 70N/mmଶ) 式(2.2.3.c) 

 

 また，特に調査を行わない場合は，単位体積重量 γcは 23.0kN/m3，ポアソン比 νcは 0.20 とする． 

 

 

2) 吹付けモルタル 

 別添資料 1 の「吹付けモルタルの性能評価試験 試験結果報告書 4)」をもとに，吹付けモルタルの

設計基準強度 f’mck は 40N/mm2，ヤング係数 Emc は 20,000N/mm2 とする．また，設計圧縮強度 f’mc は

式(2.2.1)，設計引張強度 fmt は式(2.2.2)を準用して算出する．したがって，吹付けモルタルの材料定

数は表 2.2.1 に示す数値とする． 

表 2.2.1 吹付けモルタルの材料定数 

設計基準強度 設計圧縮強度 設計引張強度 ヤング係数 

f ’mck f ’mc fmt Em 

[N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] 

40 30.8 7.00 20,000 

 

 また，単位体積重量 γmは 21.7kN/m3，ポアソン比 νmは 0.20 とする． 
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3) 鉄筋 

 主筋，配力筋の鋼種は SD345，あと施工アンカーとして用いる全ねじボルトの鋼種は SNR490B

を基本とし，それぞれの材料定数は表 2.2.2 による．ただし，別途検討によりその安全性を確認

し，鋼種を変更する場合には，その鋼種に応じた数値を用いてよい． 

 

表 2.2.2 鉄筋の材料定数 

 鋼種 

設計引張強度 設計降伏強度 ヤング係数 

fu fy Es 

[N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] 

主筋 
SD345 490 345 

200,000 配力筋 

全ねじボルト SNR490B 490 325 

 

 また，単位体積重量 γsは 78.5kN/m3，ポアソン比 νsは 0.30 とする． 

 

〔解説〕 

 既設覆工の設計基準強度については，18N/mm2 を基本とするが，事前調査にて低い強度が確認され

た場合には，工学的な判断に基づき，適切な値を用いる．なお，事前調査にて 18N/mm2 よりも高い強

度が確認された場合には，設計者の判断により定めた値を用いてもよい． 
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第 3 章 内巻補強工の設計 

3.1 設計の基本 

 本工法は，天端部において巻厚が不足する既設覆工の構造性能を内巻補強工により補う工法であ

る．したがって，既設覆工と内巻補強工による合成断面を設計し，その構造性能を照査する．さら

に，既設覆工と内巻補強工の界面が接合され，十分に応力伝達がなされていることを照査する．す

なわち，既設覆工と内巻補強工が一体として機能するように内巻補強工ならびにその接合部の設計

を行う． 

〔解説〕 

 設計巻厚に対して巻厚が不足する覆工は，本来期待される構造性能を有していない可能性が高く，

設計段階で想定されていた範囲の外力に対して安全であるとは言い難い．そのため，既設覆工の内空

側を内巻補強工で補強し，構造性能を向上させることが求められる 5)．内巻補強工による補強効果を

得る際には，既設覆工と内巻補強工の間で応力伝達がなされ，環境劣化による剥離等が発生しないよ

う，一体性を確保することが重要となる． 

 本設計では，既設覆工と内巻補強工を合成した部材が終局耐力（圧縮縁が圧壊する状態）に達する

まで，既設覆工と内巻補強工の接合部で応力が伝達できている状態，すなわち接合面に生じる応力が

接合部の強度以下である状態を一体性が確保できているものと定義する．既設覆工と内巻補強工の間

における応力伝達を担保するためには，接合面の力学的挙動を考慮して設計を行う必要がある． 

 なお，本設計法による補強設計例を別添資料 2 に示す． 
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3.2 設計フロー 

 本工法の設計は，下記のフローに従う． 

 

 

 

 

  

START

設計条件の整理

断面耐力の計算

補強断面の設定

FEM 解析モデルの作成

事前補修の要否

接合部の設計

FEM 解析による検討

補修の計画・実施
健全

要実施

接合部の応力照査

END

OK

NG

S
T

E
P

 1
S

T
E

P
 2

S
T

E
P

 3
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〔解説〕 

 本工法の設計は，以下のとおり大きく 3 ステップに分けて行う． 

 

STEP 1 設計条件の整理 

 STEP 1 では設計条件の整理を行う．事前調査に基づき既設覆工の諸元，周辺地山の地盤種別を把握

する．また，本工法の目標とする要求性能を設定する．原則として，本設計では坑口部覆工仕様（覆

工厚35cm，単鉄筋）の構造性能を目標とするが，発注者と協議の上，必要に応じてそれ以外の要求性

能，例えば標準的な覆工仕様（覆工厚30cm，無筋）を設定する．もしくは，設計条件（荷重条件等）

が明確であれば，その条件を満たす補強設計を行う．ここで，背面空洞やひび割れ等の補修は本設計

施工指針の対象外とする．事前調査によりこれらが確認された場合には，別途ガイドライン等に準拠

して適切な補修を行った上で本工法を適用する． 

 また，本工法は既設覆工の内面を補強することから，内空の建築限界についても検証しなければな

らない．吹付けモルタルの吹付け厚さを考慮して建築限界に抵触する場合には，ウォータージェット

切削等により既設覆工の切削を検討する． 

 

STEP 2 補強断面の検討 

 STEP 2 では補強断面の検討を行う．内巻補強工の断面は，現状における既設覆工の断面性能および

目標とする断面性能を把握した上で検討する必要がある．ここで，覆工の断面には軸力と曲げモーメ

ントが作用することから，本設計では覆工の断面性能を評価する指標として，M-N 破壊包絡曲線を用

いて検討する．目標とする断面性能に対して，現状の断面性能がどの程度不足しているのかを踏まえ，

内巻補強工の厚さや鉄筋の配筋について検討する． 

 

STEP 3 構造計算 

 STEP 3 では既設覆工と内巻補強工の接合部を設計し，有限要素解析モデルを作成して構造計算を行

う．作成する解析モデルは STEP 2で設定した合成断面を有するモデルとし，天端部における既設覆工

の縁応力が設計圧縮強度に達する時の荷重を設計荷重として定める．そして，設計荷重を与えた時の

接合面に生じる応力を照査し，接合部が破壊せず一体性が確保されていることを確認する． 

 ここで，接合部に生じる応力が接合部の強度に対して NG となる場合には，あと施工アンカーやシ

ヤキーの数量を増やす等して，接合部の設計を再度行う． 
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3.3 設計条件の整理 

 本工法の設計検討を進めるにあたっては，補強後に期待する要求性能を設定するとともに対象と

なるトンネルの諸条件を確認し，設計条件として整理することが必要となる．設計上必要な情報が

不足する場合には，最低限必要とされる調査等を行わなければならない． 

〔解説〕 

 本工法は，天端の巻厚不足に伴う構造欠陥を有するトンネルを対策検討対象としており，巻厚不足

に伴って対象トンネルの有する耐荷力が低いことが想定される．さらに，変状発生に伴ってトンネル

が有する耐荷力がさらに低下していくことが十分に想定され，変状をさらに進行させるといった負の

現象を繰り返す可能性がある． 

 本工法では補強を行うことにより，現在よりも耐荷力を高めることでトンネルの耐久性向上を図る

ことを目的としている．その設計に際しては，求める補強目標を設定することが必須となり，経済性

を考慮した合理的な要求性能を設定することが重要となる．期待する要求性能としては，標準的な覆

工仕様（覆工厚 30cm，無筋）や坑口部覆工仕様（覆工厚 35cm，単鉄筋）等が想定され，その仕様と

同等以上の耐荷力が期待される補強仕様を設計検討する流れとなる．ただし，設計条件（荷重条件等）

が明確であれば，それに対応した設計検討を行う． 

 新設トンネルとは異なり，供用中で一般的には建設年度が古い在来工法で施工されたトンネルが対

象となるケースが多いと思われる．そのため，現在のトンネル内空断面によっては，建築限界との関

係で側部や特に肩部における余裕がなく，補強工法となる吹付けが実施できる厚さに制約が生じるこ

とや現在の NATM トンネルよりも厚いとされる覆工の状態や厚さ等によっては部分的な切削にて対応

するケースもある． 

 そのため，設計検討を行う際には，補強を行う対象トンネルに関する制約条件を明確にすることが

大切であり，以下に示す点を事前に確認することが望ましい． 

①補強対象トンネルの設計概要（設計図面，設計仕様） 

②トンネル点検記録等（変状記録，変状発生要因，変状進展の有無） 

③調査記録（最小覆工厚，概略覆工強度，内空断面，背面空洞の有無（有の場合：対策内容）） 

 なお，トンネルによっては①に関する情報が得られない場合もあり，その他の情報についても調査

されていない場合もある．設計検討を進める上で③に関する情報は，内面補強が実施可能となる施工

可能厚さが建築限界との関係で制約されることや補強効果を解析検討する際に既設覆工に対して見込

んでよい設計強度等を決める上で必須のものとなる．また，建築限界との関係で吹付け厚さに制約が

生じる場合には，切削を含めた設計検討も必要となる．具体的には，建築限界に余裕が無い肩部近傍

の巻厚が目標とする覆工厚さより充分に厚い場合は，切削によって断面を切り広げ，補強巻厚を確保

する．設計を進める上で必須となる情報が不足する場合には，別途調査（削孔や電磁波による巻厚探

査）を実施する． 

 トンネルの耐荷力を検討する際には，トンネル全周に渡って地山反力が期待できる条件としている．

特に覆工天端の巻厚不足があり，その背面に空洞が存在した状態であると突発性の崩壊の可能性が懸

念され，単に内面への補強のみで対応可能とはならない．そのため，巻厚不足に伴う構造欠陥を有し，

対策区間となる範囲において背面空洞が確認されている場合には，適切な背面空洞充填が実施されて

いることを原則とする． 
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3.4 補強断面の検討 

(1) 断面検討の概要 

 補強断面の設計を行うためは，構造計算が実施可能となる補強断面（補強厚さ，配筋等）を検討

することが必要となる．補強断面の検討は，本工法の主な対象トンネルとなる天端付近の覆工厚さ

不足箇所に着目し，期待される補強効果を既設覆工と内巻補強工が一体化した状態におけるM-N破

壊包絡曲線を用いて求めることを基本とする． 

 

 

(2) 断面耐力の計算 

 トンネル各部位の応力照査および断面力照査を行うために，原則として以下に示す 3 つの解析モ

デルを作成することを基本とし，その他懸念事項がある場合には適宜モデルを増やして検証する． 

   Model 1：天端部の巻厚が不足した既設覆工の断面モデル 

   Model 2：補強目標とする覆工断面モデル 

   Model 3：補強断面検討モデル 

 

 断面耐力の計算条件は，以下を基本とする． 

1) 天端部における断面の M-N 破壊包絡曲線を求める． 

2) 既設覆工と内巻補強工は，完全一体梁として計算する． 

3) コンクリートおよび吹付けモルタルの応力－ひずみ関係は，非線形モデルを採用し，引張応力

は見込まない． 

4) 鉄筋の応力－ひずみ関係は，完全弾塑性のバイリニアモデルとする． 

5) 内巻補強工の厚さは 8cm を基本とする．本検討の段階で不足する場合には天端部の厚さを局所

的に大きくする．ただし，トンネル断面の周方向において極端に断面厚が変わらぬよう配慮す

る． 

 

 

(3) 補強断面の設定 

 Model 1~3 の M-N 破壊包絡曲線を計算し，Model 3 の M-N 破壊包絡曲線が Model 1 を上回り，

Model 2 と同等以上となることを確認する．この時の補強断面を用いて次節以降の構造計算を行

う．Model 3 の M-N 破壊包絡曲線が Model 2 に達しない場合は，補強断面を再検討する． 

 

(4) 設計条件が明確である場合の検討 

 設計条件が明確である場合は，補強断面の M-N 破壊包絡曲線を求め，設計荷重が作用した時の

断面力が M-N 破壊包絡曲線の内側になるように，内巻補強工の補強厚さ，補強鉄筋の配筋を設定

する． 

 

  



16 

〔解説〕 

(1) 検討の概要 

 補強断面の検討は，後述の構造計算に用いる断面仕様を設定することを目的とする．そのため，こ

こでは補強断面を決定するのではなく，断面を事前検討するという位置づけとなる．補強断面の検討

では，断面耐力の把握および比較が重要となる．断面耐力の比較検討は，最も断面耐力が小さくなる

と想定される巻厚不足の天端部断面を対象として行う．断面耐力の評価には様々な手法が挙げられる

が，本設計では図 3.4.1 に示す軸方向耐力と曲げ耐力の関係を整理した曲線（以下，M-N 破壊包絡曲

線と称す）を用いて補強断面を検討する．M-N 破壊包絡曲線の線上は軸力と曲げモーメントの組合せ

により決まる断面耐力であることから，曲線の内側は断面耐力に達していない安全な状態であること

を意味する．そのため，安全性の照査において活用する場合には，検討対象の断面によって決まるM-

N 破壊包絡曲線が，目標とする断面の M-N 破壊包絡曲線と同等あるいは外側に大きくなるようにする

ことが基本的な考え方となる．なお，M-N 破壊包絡曲線は，断面の大きさだけではなく，配筋の影響

により，左右対称形にならないことに注意する必要がある． 

 

 

図 3.4.1 M-N 破壊包絡曲線の概要 

 

 

 

(2) 断面耐力の計算 

 本指針における断面では，既設覆工に内巻補強工を重ね合わせる補強工法であり，両者が一体化し

ている場合と分離している場合とで応力状態が異なるものとなる．本工法における補強断面の検討に

おいては，補強前の既設覆工と内巻補強工は完全一体と仮定し，平面保持が終局状態まで保たれるも

のとして検討を行う． 

 コンクリートおよび鋼材の応力－ひずみ曲線は，コンクリート標準示方書に規定されている非線形

関係を用いることとし，コンクリートの引張応力については見込まないものとする．算出に用いる物

性値については第 2 章による．なお，M-N 破壊包絡曲線の算出方法については，様々な算出手法があ

るが，比較検討を行う際にはすべて同一手法で算出するものとする． 

  

N

M

Nd-Md 曲線

(γiNd, γiMd)
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(3) 補強断面の設定 

 下記の M-N 破壊包絡曲線を算出する． 

① 天端の覆工厚さが薄い在来工法のトンネルの M-N 破壊包絡曲線 

② 目標とする M-N 破壊包絡曲線 

③ 補強後のトンネルの M-N 破壊包絡曲線 

 

 上記③が①を大幅に上回り，②と同等程度となるような補強厚さと配筋仕様を検討する．同等程度

を判断する目安としては，M-N 破壊包絡曲線の頂点となる最大軸力および内巻補強工を引張縁とした

際に作用する最大曲げモーメントの大きさに着目し，概ね同等であることを確認する．なお，下図

3.4.2 において，③が第二象限で大きく膨らんでいるが，これは既設覆工と内巻補強工の強度差に起因

するものである．本設計では，天端において内空側に沈下する作用状態を想定しており，天端に着目

する際には内巻補強工が引張縁となる曲げモーメント（第一・第四象限）に着目する必要がある． 

 

 

 

図 3.4.2 M-N 破壊包絡曲線の比較による検討の例 

 

 

 

(4) 設計条件が明確である場合の検討 

 設計条件が明確である場合は，既設覆工と基本補強厚 80mm の補強断面で M-N 破壊包絡曲線を求

め，設計荷重が作用した時の断面力が M-N 破壊包絡曲線の内側にあることを確認する。 

 断面力が M-N 破壊包絡曲線の外側になる場合は，内巻補強工の補強厚さ，補強鉄筋の配筋を変更

し，再度検討を行うことで補強断面を決定する． 

  

N

M

③の曲線

②の曲線

①の曲線
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3.5 構造計算 

(1) 構造計算の概要 

 3.4 節で求めた補強断面による内巻補強工と既設覆工を接合した覆工の構造計算を有限要素解析

により行う．天端部における縁応力が設計圧縮強度に達する時の荷重を設計荷重として定め，その

設計荷重を与えた時の接合面に生じる応力を照査する． 

 

 

(2) 有限要素解析モデルの作成 

 有限要素解析の条件は，以下を基本とする． 

1) 解析モデルは 2 次元で作成する． 

2) 覆工コンクリートおよび吹付けモルタルは平面要素でモデル化する． 

3) 内巻補強工の鉄筋はトラス要素でモデル化する． 

4) 既設覆工と内巻工の接合面はジョイント要素を用いてモデル化する． 

5) 周辺地盤の特性に応じて，地山側の全周囲に地盤ばねをモデル化する． 

6) 既設覆工と内巻補強工の脚部には自重を考慮したせん断ばねをモデル化する． 

 

 

(3) 接合部の設計 

 既設覆工と内巻補強工の接合面では，垂直応力（引張および圧縮）とせん断応力が伝達される．

本設計では応力の分担を仮定し，垂直応力に対してはあと施工アンカー，せん断応力に対してはシ

ヤキーもしくはウォータージェット切削面で応力が伝達させるものとして，設計を行う． 

 あと施工アンカーの数量は 4 本/m2，シヤキーの数量は 25 穴/m2 を基本とし，接合面の特性は表

3.5.1 による．ただし，次項「接合部の応力照査」で NG となった場合にはそれぞれの数量を増や

し，それに応じた数値を用いる． 

 

表 3.5.1 あと施工アンカーの垂直特性（4 本/m2） 

引張強度 引張剛性 圧縮強度 圧縮剛性 

σT Knt σC Knc 

[kN/m2] [kN/m3] [kN/m2] [kN/m3] 

204.1 3,925×103 ∞ 3,925×107 

 

表 3.5.2 シヤキーのせん断特性（25 穴/m2） 

粘着力 内部摩擦角 せん断剛性 

csky ϕsky Kssky 

[kN/m2] [deg.] [kN/m3] 

1,660 42.5 3,320×103 
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表 3.5.3 ウォータージェット切削面のせん断特性 

粘着力 内部摩擦角 せん断剛性 

cwj ϕwj Kswj 

[kN/m2] [deg.] [kN/m3] 

2,400 57.1 3,300×103 

 

 

（4） 設計荷重の検討 

 本設計では，天端部における縁応力が設計圧縮強度に達する時の荷重を設計荷重とする． 

 

 

（5） 接合部の応力照査 

 設計荷重を与えた時の接合要素における垂直応力度およびせん断応力度の分布を抽出し，それぞ

れが接合面の強度以下であることを確認する． 

 

〔解説〕 

(1) 構造計算の概要 

 前節では，内巻補強工と既設覆工を完全一体とした条件の下で，内巻補強工の補強断面を設定した．

本節では，実際の内巻補強工と既設覆工の接合面における垂直方向およびせん断方向の特性に応じた

挙動を踏まえて一体性が確保されていることを確認するため，接合面の力学的挙動を考慮した構造計

算を有限要素解析により行う．天端部における縁応力が設計圧縮強度に達する時の荷重を設計荷重と

して定め，その設計荷重を与えた時の接合面に生じる応力を照査する． 

 

 

(2) 有限要素解析モデルの作成 

 本設計では，有限要素解析は 2 次元で行うことを基本とする． 

 覆工コンクリートおよび吹付けモルタルは平面要素でモデル化する．内巻補強工の鉄筋はトラス要

素でモデル化し，吹付けモルタルの節点と共有節点として完全付着とする． 

 既設覆工と内巻補強工の接合面は後述する接合部の設計をもとに得られる応力伝達特性を考慮した

ジョイント要素を用いてモデル化する．既設覆工の地山側には全周囲において，周辺地盤の特性に応

じた地盤ばねをモデル化し，既設覆工の脚部は自重を考慮したせん断ばねをモデル化する． 
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(3) 接合部の設計 

 既設覆工と内巻補強工の間では，垂直応力（引張および圧縮）とせん断応力が伝達されるため，各

応力に対して接合部を設計しなければならない．本設計では応力の分担を仮定し，垂直応力に対して

はあと施工アンカー，せん断応力に対してはシヤキーもしくはウォータージェット切削面で応力が伝

達させるものとして，設計を行う． 

 

[垂直方向の設計] 

 本設計では，引張応力はあと施工アンカーで応力を伝達させることとする．引張強度はアンカーボ

ルトの降伏強度とする．また，接合面から既設側に 1da，新設側に 1da の合計 2da の区間で変形すると

仮定する．よって，接合部の引張特性は，以下により算出することができる． 

 

   引張強度 

𝜎் ൌ 𝜎௬ ൈ 𝑎௦ ൈ 𝑛 式(3.5.1) 

   引張剛性 

𝐾௧ ൌ 𝜎்/𝛿௩ 式(3.5.2) 

𝛿௩ ൌ 2𝑑 ൈ 𝜎௬/𝐸௦ 式(3.5.3) 

     ここに， 

𝜎் ：単位面積あたりの引張強度 

𝜎௬ ：アンカーボルトの設計降伏強度 

𝑎௦  ：アンカーボルトの断面積 

𝑛 ：単位面積あたりのアンカーボルトの本数 

𝐾௧ ：引張剛性 

𝛿௩ ：アンカーボルトの伸び 

𝑑 ：アンカーボルトの直径 

𝐸௦ ：アンカーボルトのヤング係数 （=200,000N/mm2） 

 

 圧縮応力についてはコンクリートと吹付けモルタルが接触することで応力が伝達されるため，十分

大きな剛性を持つ弾性体でモデル化する．特に検討を行わない場合，圧縮剛性 Knc は引張剛性 Knt の

1.0×104倍とする． 

 以上より，M16（SNR490）のアンカーボルト 4 本/m2時の垂直特性は表 3.5.1 に示す数値とおりとな

る． 

 

表 3.5.1 アンカーボルトの垂直特性（4 本/m2） 

引張強度 引張剛性 圧縮強度 圧縮剛性 

σT Knt σC Knc 

[kN/m2] [kN/m3] [kN/m2] [kN/m3] 

204.1 3,925×103 ∞ 3,925×107 
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[せん断方向の設計] 

 本設計では，せん断応力は基本的にシヤキーで応力を伝達させることとする．シヤキーは直径 R に

対する深さ t の比 R/t を 5 以下として，吹付けモルタルのシアオフ破壊となるように設定する．すなわ

ち，既設覆工の状態によらず内巻補強工の強度でシヤキーのせん断耐力を設計する．シヤキーの最大

ピッチは 200mm（25 穴/m2）として設計する．接合面にはプライマーを全体的に塗布することを基本

とする． 

 図 3.5.1に示す実大せん断実験の結果から，シヤキー＋プライマー接合面のせん断特性は以下により

算出することができる． 

 

 

(a) プライマーのみ 

 

(b) シヤキーのみ 

 

(c) シヤキー＋プライマー 

図 3.5.1 シヤキーの実大せん断実験結果 
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   せん断強度 

𝜏௦௬ ൌ 𝑐௦௬  𝜎 tan𝜑௦௬ 式(3.5.4) 

   粘着力 

𝑐௦௬ ൌ 𝜏 ൈ
𝐴௦௬
𝐴

 𝑐ௗ ൈ
𝐴ௗ
𝐴

 式(3.5.5) 

   内部摩擦角 

𝜑௦௬ ൌ
ሺ𝜏  𝜏ௗሻ െ ሺ𝜏  𝑐ௗሻ

𝜎
 式(3.5.6) 

𝜏ௗ ൌ 𝑐ௗ  𝜎 tan𝜑ௗ 式(3.5.7) 

   せん断剛性 

𝐾௦௦௬ ൌ 𝑐௦௬/𝛿௦ 式(3.5.8) 

     ここに， 

𝜏௦௬ ：シヤキーを施工した接合面のせん断強度 

𝑐௦௬ ：シヤキーを施工した接合面の粘着力 

𝑐ௗ ：プライマーを施工した接合面の粘着力 （=1.38N/mm2） 

𝜏 ：吹付けモルタルのせん断強度 （=6.64N/mm2） 

𝐴 ：接合面の単位面積 （=1m2） 

𝐴௦௬ ：シヤキーの総断面積 

𝐴ௗ ：プライマーの吹付け面積 （ൌ 𝐴 െ 𝐴௦௬） 

𝜑௦௬ ：シヤキーを施工した接合面の内部摩擦角 

𝜑ௗ ：プライマーを施工した接合面の内部摩擦角 （=44.1deg.） 

𝜎 ：接合面に作用する平均圧縮応力度 

𝜏ௗ ：プライマーを施工した接合面のせん断強度 

𝐾௦௦௬ ：シヤキーを施工した接合面のせん断剛性 

𝛿௦ ：シヤキーのせん断強度時の変位 （=0.5mm） 

 

 以上より，単位面積 1m2にシヤキーを 200mm ピッチで 25 穴施工した時のせん断特性は表 3.5.2 に示

すとおりとなる． 

 

表 3.5.2 シヤキーのせん断特性 

粘着力 内部摩擦角 せん断剛性 

csky ϕsky Kssky 

[kN/m2] [deg.] [kN/m3] 

1,660 42.5 3,320×103 
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 ただし，建築限界の制限から，既設覆工をウォータージェットにより切削した範囲については，ウ

ォータージェットのせん断特性を用いる． 

 図 3.5.2 に示す実大せん断実験の結果から，ウォータージェット切削面のせん断特性は表 3.5.3 に示

す値とする． 

 

図 3.5.2 ウォータージェット切削面の実大せん断実験結果 

 

表 3.5.3 ウォータージェット切削面のせん断特性 

粘着力 内部摩擦角 せん断剛性 

cwj ϕwj Kswj 

[kN/m2] [deg.] [kN/m3] 

2,400 57.1 3,300×103 

 

 

(4) 設計荷重の検討 

 坑口付近における覆工設計等では，トンネルの土被りやゆるみ荷重を設計荷重として採用されるこ

とが多い．しかしながら，内巻補強工における既設覆工との接合面を照査する際の設計荷重の設定方

法は確立されていない．そのため，本設計では前節で設定した内巻補強工を施した合成断面で，天端

部における既設覆工の圧縮縁が設計圧縮強度に達するまで鉛直方向に等分布荷重を与え，その荷重を

設計荷重とする． 

 

 

(5) 接合部の応力照査 

 解析モデルに設計荷重を与え，ジョイント要素に生じる応力度を照査する．垂直応力度については

アンカーボルトの引張強度を超えないこと，せん断応力度についてはシヤキーおよびウォータージェ

ット切削面のせん断強度を超えないことを確認する． 

 ここで，接合面の応力照査が NG となった場合には，「(3) 接合部の設計」に戻り，あと施工アン

カーやシヤキーの数量を増やす．その手順の例としては，ジョイント要素の特性を大きな剛性を持た

せた弾性モデルに置き換えた解析を行う．その解析結果から，接合面に生じる最大引張応力度および

最大せん断応力度を抽出し，その数値を目安に接合部を再設計する． 
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第 4 章 施工方法および品質管理 

4.1 事前補修 

 補強対象区間の既存覆工において経年劣化による変状が確認される場合，本工法による補強効果

を確保するために必要な事前補修について検討，実施する． 

〔解説〕 

 本指針で示す補強設計では，既存覆工と内巻補強部材を一体として，所定の構造性能を目指す．一

方で，矢板工法のトンネルは建設から長期間が経過しており，背面空洞の崩落，ひび割れ，剥離，漏

水等の劣化が進行している場合が多い．定期点検の結果を踏まえ，補強前に点検調査を行う．その結

果に準拠し，各種変状に対して適正な補修方法を選定し，実施する必要がある． 

 表 4.1.1に道路維持管理便覧から引用した目的別の汎用的な補修・補強方法を示す．ただし，内巻補

強工を実施する上で，その設置を阻害する補修・補強方法は選定できない．内巻補強工は，耐荷力の

向上を目的としていることから，耐荷力の向上を目的とした対策工は行う必要はない．既存覆工に生

じているひび割れ，剥離，漏水等で，コンクリート部材としての機能が低下している場合には，表

4.1.1 の赤枠で示すような，ひび割れ注入，断面修復，漏水対策を中心とした対策を検討する．なお，

軽微な剥離については，そのまま叩き落とし，その後の吹付工で欠損の修復に対応できるが，打ち継

ぎ部に生じる半月形の深部に至るような大きな欠損については，内巻補強工の実施前に断面修復する．

また，既に他の補強工が適用されている場合は取り外すことを基本とし，その影響について十分に検

討を行う． 

 既存覆工に漏水が生じている場合，既に漏水樋や面導水等の設置が行われていることが多い．補強

前に面導水や漏水樋を取り外し，湧水量に応じて一体性を阻害しない新たな湧水対策を行う必要があ

る．覆工の鉛直打ち継ぎ目は湧水が多く，これを吹付けで覆うことは困難であることから，施工中は

導水パイプで排水しながら，写真 4.1.1 に示すように改めて導水樋を補強後に設置する場合もある． 

 

表 4.1.1 補修・補強対策工の分類 3) 
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写真 4.1.1 打ち継ぎ部における導水樋の施工事例（福岡北九州道路公社 奥田トンネルの設置状況） 
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4.2 モルタル吹付け（TDR ショットライニングシステム） 

 本指針におけるモルタル吹付けは，高品質の無機系モルタルによる TDR ショットライニングシ

ステムの適用を基本とする． 

〔解説〕 

 TDR ショットライニングシステムは，劣化したコンクリートを断面修復する高性能モルタルの湿式

吹付け工法（TDR ショット工法）をベースにした技術で，図 4.2.1 に示すように高品質の無機系モル

タルを連続練りミキサーおよび吹付機で吹付けることで，大容量（最大 3m3/hr）で施工できることを

特徴としている．本システムは，シールドトンネルの鋼製セグメント区間のリブ内や分岐合流部の鋼

製支保工内の狭空間に吹付け充填し，さらに表層部にナイロンファイバーを混入させることで，ひび

割れに対する抵抗性を有する高耐久な覆工を形成することができる．シールドトンネルを中心に，既

に 50 現場，20,000m2の実績を有している．以下に本施工システムの特徴を示す． 

1) 特徴 

① 充填が困難な鋼製セグメントのリブ裏の充填を可能にすると共に，作業員が充填状況を確認し

ながら施工できる． 

② 急曲線部の鋼製セグメント区間や，分岐合流部や断面変化部等の特殊な形状に対しても臨機応

変に対応できる． 

③ 硬化促進剤の効果により，上向き吹付けでも安定した施工が可能である．さらに硬化促進剤の

添加量を調整することで，表面の仕上げ性能を確保できる． 

④ 連続練りミキサを用いることで大容量の吹付け施工が可能である．また，施工設備が簡便で他

工種との並行作業が可能である． 

⑤ 表面の仕上げ層のモルタルに予めナイロンファイバーを添加することで，高い剥離・剥落抵抗

性，ひび割れ抵抗性を確保できる． 

 

 

 

図 4.2.1 施工システム 
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2) 補強配筋計画 

 奥田トンネルでの配筋事例を図 4.2.2，鉄筋の固定治具を図 4.2.3 に示す． 

 
図 4.2.2 補強部材の配筋事例（奥田トンネル） 

 

図 4.2.3 補強鉄筋の固定治具（奥田トンネル） 
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3) 使用材料の種類および使用量 

表 4.2.1 使用材料一覧表 

種 類 一般名 商品名 製造・販売元 荷 姿 

プライマー 
アクリル樹脂系 
吸水防止下地処理材 

マスターシール 520 BASF ジャパン（株） 18 (kg/缶) 

吹付けモルタル 
プレミクスモルタル TDR モルタル デンカ（株） 25 (kg/袋) 

硬化促進剤 TDR－ACC デンカ（株） 20 (kg/缶) 

吸湿防止剤 EVA 系エマルジョン RIS211E デンカ（株） 18 (kg/缶) 

養生剤 表面養生材 フルコート デンカ（株） 18 (kg/缶) 

仕上層（20mm） 
補強用短繊維 

ナイロン繊維 10mm タフバインダー 東レ・アムテックス（株） 50 (g/袋) 

 

表 4.2.2 TDR モルタル配合表 

 
TDR モルタル 硬化促進剤 水道水 

ミニスランプ 
自主管理値 

1m3当り 1,900 kg 38 kg※ 266 kg 95±25 mm 

※硬化促進剤の使用量は，1 層目の標準使用量のプレミクス材×2%=38kg/m3を計上する． 

但し，2 層目（仕上げ薄層部）では，使用量が 1%以下となり，総使用量はこれに配慮する． 

 

表 4.2.3 プライマー・養生剤の使用量 

項 目 希釈倍率 塗布量 

プライマー マスターシール

520 
原液使用 100（g/m2）が目安量 

吸湿防止剤 RIS211E 1:2 希釈 150（g/m2）が目安量 

養生剤 
 

RIS フルコート 原液使用 コンクリート躯体が湿る程度 1 層

75g/m2を目安，2 層塗り 

 

 

 

4) 主な使用機械 

表 4.2.4 使用機材一覧表 

名 称 仕 様 単位 数量 摘要 

モルタルミキサ 連続練りミキサ（HM24） 台 1 
充填吹付け時 
標準吐出量 1.0m3/hr 

モルタルポンプ N2 型 台 2 
充填吹付け， 
仕上げ吹付けとも 

ダマカットミキサ 100～150ℓ 台 1 
仕上げ吹付け時 
標準吐出量 0.6m3/hr 

同上共通ベース 吹付け作業用台車 台 1  

硬化促進剤添加装置 プランジャー式液体ポンプ，電源 200V-1.5KW 台 1  

ノズルセット ゴム製ノズル，口径 16mm ｾｯﾄ 2  

モルタル耐圧ホース 2MPa 耐圧ゴムホース，ホース内径 40mm 本 2 20m 

エア耐圧ホース エアーホース 本 2 20m 

電動コンプレッサ 
空気消費量 2～5m3/min，37KW 台 1 

吹付け時エア使用量，

0.8～1.2m3/min 

電源（100KVA） 発動発電機 台 1 現場条件による 

水中ポンプ  台 1  
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(a) 充填用連続練りミキサ（HM24） (b) 仕上げ用ダマカットミキサ 

写真 4.2.1 吹付け装置 

 

5) 施工手順 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①資機材の搬入，機材の据え付けを行う．電力設備，給水・排水

設備，足場を準備する．使用材料は，日々使用量を施工前に搬

入する． 

②覆工面をバキュームサンダーで研磨，その後ハイウォッシャー

で洗浄し，覆工面に 4 本/m2 のアンカーを配置，D16@200 で樹

脂塗装鉄筋を配筋する． 

③プライマー（マスターシール 520）を噴霧器で塗布する．な

お，このプライマーは，事前の検討で安定した付着性が得られ

ることを確認している． 

④施工開始段階に材料の切出し量，給水量のキャリブレーション

を行い，練上がったモルタルのスランプを確認する．さらにミ

キサの練上がり量とポンプの吐出量を調整する． 
⑤作業員は，吹付け状況を自ら確認しながら施工する．また，モ

ルタルのダレが生じないよう硬化促進剤の適正添加量を設定す

る． 
⑥一日の施工範囲を設定し，下側から天端に掛けて，順次施工す

る． 

⑦EVA 系の吸湿防止剤（充填モルタルによる吸湿防止）を噴霧器

で塗布する． 

⑧充填モルタル同様，施工開始段階にキャリブレーションを行う． 
⑨検測ピンを目安に仕上がり高さを管理する．一日の施工範囲を設

定し，吹付け面にリバウンドが溜まらないように，下側から天端

に掛けて，順次施工する． 
⑩金ゴテ仕上げの際に「仕上げ材／コテ滑り改善」等を塗布し，仕

上がり面を平滑にする． 

⑪施工後，翌日に養生材をローラで塗布する． 

⑫ロス材は，日々回収搬出する．資機材・足場を撤去する． 

充填部モルタル 吹付け

吸湿防止剤の塗布 

仕上げモルタル（2cm）吹付け
不陸調整・金ゴテ仕上げ 

片 付 け 

専用プライマー塗布

準備工（仮設設置）

覆工面清掃・配筋 

養生養生剤養生材の塗布
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(a) 鉄筋補強と打ち継ぎ部の導水樋の配置 (b) 肩部のはつりと鉄筋の曲げ加工 

  

(c) モルタル吹付状況 (d) 車線規制下での施工状況 

 

(e) 表層の左官仕上状況 

写真 4.2.2 TDR ショットライニングシステムによる覆工補強（施工状況） 
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4.3 シヤキー 

 シヤキーの施工は，所定の品質が確保できるように，直径と高さによる形状の管理および配置計

画を行い，事前に施工管理体制や施工手順を決定する． 

1) 形状は直径 R=52mm 程度，深さ t =11mm 以上とする． 

2) ピッチは，中心間距離で直径 R に対し，2R 以上 6R 以下とする． 

3) 施工手順や出来形検査方法については，試験施工の結果により定める． 

 

〔解説〕 

 シヤキーの施工は，省力化を目指して機械化を進めている．そのため，本節ではシヤキーの構造性

能を確保するための形状や配置等について記載し，施工手順や出来形検査方法については，注意点を

記載する． 

 

1) シヤキーの形状は直径 R=52mm 程度，深さ t=11mm 以上とする．シヤキーの形状は，破壊形式を

吹付けモルタルのせん断強度で決定させるために，幅高比 R/t=5 以下とする．図 4.3.1 にシヤキー

の形状を示す．シヤキーの形状を異なるものとする場合は，構造性能が異なる可能性があるため，

実験等により構造性能の確認を行う． 

 

 

図 4.3.1 シヤキーの形状 

 

2) シヤキーの配置例を図 4.3.2 に示す．シヤキーのピッチは中心間距離 2R 以上 6R 以下とする．ま

た，本規定のピッチは，シヤキーの中心間距離としているため，シヤキーを一直線上に配置する

必要はない．しかしながら，極力均等にせん断力を負担させることが望ましいため，偏った配置

は避ける． 

 
図 4.3.2 シヤキーの配置例 

 

3) 前述の通り，機械化施工の開発を進めているため，ここでは施工時の注意点および出来形検査方

法の例を示す． 

湿式コアドリルを用いて施工した場合は，穿孔部にノロが残留することがあるため，穿孔後は水

洗いを行い，ノロを除去する．また，ビットの摩耗により深さが浅くなっていく場合は，所定の

直径 R=52mm

深さ t=11mm

2R以上 6R以下

2R
以

上
6
R
以

下2R
以
上

6R
以
下
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施工数量毎に高さを確認し，11mm 以上穿孔できていることを確認していく． 

出来形検査方法は，直径と高さを計測して，規定範囲内であることを確認する．出来形検査方法

の例を以下に示す． 

 高さの管理は図 4.3.3 に示すように，シヤキー1 個あたり 2 箇所を測定する．また，測定する 2

箇所の中心角は 180 度（反対側）とする． 

 直径の管理は，施工試験の結果により設定する． 

 検査数量は，試験施工の結果により設定する． 

 シヤキーの穿孔部に凹凸がある場合は，図 4.3.4 に示すように，シヤキーの縁部分からの深さ

が所定の深さであることを確認する． 

 

 

 

図 4.3.3 シヤキーの高さの管理位置の例 

 

 

図 4.3.4 既存覆工に凹凸がある場合の高さ測定 

  

深さ測定点

既設覆工

穿孔深さ
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4.4 ウォータージェット 

 補強部材が建築限界を侵す場合には，予め該当する範囲をウォータジェット（WJ）で切削する

ことを検討する．切削範囲の検討にあたっては，切削後の覆工厚さが設計巻厚以上あることを確認

した上で，切削量が最小となるように計画する． 

〔解説〕 

 一般的に山岳トンネルは，肩部の建築限界を考慮した上で断面形状と大きさが決定される．ただし，

矢板トンネルにおいては，建築限界に余裕のない構造となっている場合がある．そのため，本工法に

おけるモルタル吹付けの補強断面においても 70~80mm 程度は内側に厚くなることから，建築限界を

侵す可能性がある．一方で，矢板工法の施工の特徴上，肩部については設計巻厚以上の覆工厚さであ

る場合が多い．これらのことから，本工法において，対策後に建築限界を侵す場合には，建築限界に

余裕のない覆工の肩部を中心に WJ で切削を行い，建築限界を確保した上で切削量が最小となる形状

について検討する．ここで，既存のトンネルを切削することから，覆工に作用する応力変化が少なく

なるように配慮することが必要であり，三日月形など滑らかな形状を計画する．なお，切削方法とし

ては多くの工法があるが，本指針では，既存覆工の損傷を抑制するため，WJ での切削を原則として

いる． 

 

1) 工法概要 

 ウォータージェット工法の概要を図 4.4.1に示す．ウォータージェット工法は，ノズルから噴射され

た超高圧水の力によりコンクリートの結合を破壊するため，対象物に与えるひずみが少なく，マイク

ロクラックが殆ど発生しない．また，振動を低く抑えられるので残存構造物への影響を低減できる． 

 

 

図 4.4.1 ウォータージェット工法概要図 

  



34 

2) 施工方法 

 施工フローを図 4.4.2，ウォータージェット工法の概要図を図 4.4.3 に示す． 

 

 

図 4.4.2 施工フロー      図 4.4.3 ウォータージェット工法概要図 

 

 

 

 ウォータージェットロボットは，図 4.4.4に示すようにウォータージェットポンプ，コントロールボ

ックス・油圧制御装置およびノズルで構成される．WJ ロボットが施工面に取り付けたガイドレール

上を移動しながら作業を行うことで，移動速度・直進性・噴射角度等を正確に制御でき，安定した施

工品質を確保できる． 

 ウォータージェットによる切削は，周辺に斫りガラが飛散することと，切削時の騒音が問題となる

ケースがある．その際には，施工箇所周辺を防音シートで養生する対策が挙げられる． 

 

 
図 4.4.4 ウォータージェットロボットシステム 
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図 4.4.5 施工次第図 

 

3) 機械・人員配置 

 作業場所における機械類と人員の配置計画を表4.4.1に示す． 

 

表4.4.1 機械・人員配置表 

項 目 名 称 数量 

機械・設備 超高圧水発生装置（トラック車載） 1台 

 バキューム車（大型車，ガラ運搬） 1台 

 鋼製タンク（清水用） 1基 

 水中ポンプ（清水給水用） 1台 

 ベッセル（1.5m3クラス） 1台 

 水中ポンプ（排水用） 1台 

 給水車（運転手付） 2台 

 高所作業車（機械設置，準備用） 2台 

人員 現場管理者 1名 

 超高圧水発生装置運転手 2名 

 XY斫り装置オペレーター 1名 

 作業員 2名 

 

また，機械配置図を図4.4.6に示す． 

 

 
図4.4.6 機械配置図 
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4) 主要機械の諸元 

 本工事で使用する各種機械，設備を以下に示す． 

 

表4.4.2 ウォータージェットシステムの諸元 

機械名 能 力 ・ 仕 様 備 考 

超高圧水発生装置 240MPa, 35～46㍑/分  
XY斫り装置 機械式  
ノズル 油圧回転式  
高所作業車 スーパーデッキ  

 

表4.4.3 給排水設備の諸元 

機械名 能 力 ・ 仕 様 備 考 

鋼製タンク 10� 受水タンク 

 20m3 排水タンク 

給水車 4t 清水運搬 

水中ポンプ 100V，50φ 清水送水 

 

 

 

(b) 切削状況 

 

(c) 車切削時の養生 

 

(a) XY 斫り装置の設置状況 (d) 高圧ポンプ 

写真 4.4.1 ウォータージェットによる覆工切削 
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4.5 あと施工アンカー 

 本指針に定めるあと施工アンカーは，以下を基本とする． 

1) あと施工アンカーの種類は，原則として，金属系アンカーを用い，土木学会や日本建設あと施

工アンカー協会が刊行する指針に準じて施工する．ただし，第三者機関により技術性能評価を

取得しているあと施工アンカーは，これに従うものとする． 

 

2) あと施工アンカーの平米当たりの配置本数は，表 4.5.1 に示す通りとし，U 形クリップ等によ

り機械的に配力筋に固定する． 

 

表 4.5.1 平米当たりに配置するあと施工アンカーの本数 

あと施工アンカー種類 アンカーボルト鋼種・呼び径 平米当たり配置本数 

金属系アンカー SNR490B・M16 4 本以上 

 

 

〔解説〕 

1) あと施工アンカーの種類は，原則として，金属系アンカーを用い，下記に示す土木学会や日本建

設あと施工アンカー協会が刊行する指針に準じるものとする． 

 

 土木学会：コンクリートライブラリー160 号 コンクリートのあと施工アンカー工法の設

計・施工・維持管理指針（案），2022.1 

 日本建設あと施工アンカー協会：あと施工アンカー施工指針（案）金属系（第 3 版）2016.6 

 

 現在，日本建設あと施工アンカー協会では製品認証制度を適用し，あと施工アンカーの所定の

品質性能が確保されていることを認定している．また，その他の第三者機関においても同様に，

技術性能評価を行っている．製品認証や技術性能評価を受けたあと施工アンカーは，認証や評価

を取得した施工方法に従い，施工するものとする． 

 

2) あと施工アンカーは，新設側の補強厚さの制約から，十分に定着長さを確保することが難しい場

合がある．そのため，本指針ではアンカーボルトと配力筋を機械的に U 形クリップとナットで固

定する方法を定めた．平米当たりの最小配置本数は 4 本とし，図 2.1.3 に示すように新設側の配

力筋に U 形クリップとナットを用いて固定する．この方法の場合，使用するあと施工アンカーの

種類は金属系アンカーとし，アンカーボルトの径は M16，鋼種は SNR490B とする． 
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別添 2－1 

巻厚不足の覆工における補強設計例

STEP 1：設計条件の整理 

[既設覆工の形状] 

対象とする既設覆工の形状を図 1 に示す． 

図 1 既設覆工の形状 

既設覆工の半径は 5.6m，標準巻厚は 50cm，天端部の巻厚 15cm である，巻厚が不足した既設覆工を

補強設計の対象とする．

[補強目標の設定] 

補強後の断面性能として，現在の坑口付近の覆工仕様（NATM DIIIa パターン，覆工厚 35cm，単鉄

筋）と同等の構造性能を補強の目標とする．

[コンクリート（既設覆工）]

コンクリート（既設覆工）の材料諸元は表 1 に示すとおりとする．

表 1 コンクリート（既設覆工）の材料諸元 

設計基準強度 設計圧縮強度 設計引張強度 ヤング係数 単位体積重量 ポアソン比

fcck’ fcc’ fctk Ec γc νc 

[N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] [kN/m3] [-]

18 13.8 1.58 22,000 23.0 0.20

S.L.

C.L.

56
00

8960

3900
40

0
0

10.65°

19.65°

【別添資料２】



別添 2－2 

[吹付けモルタル（補強材）] 

 吹付けモルタル（補強材）の材料諸元は表 2 に示すとおりとする． 

 

表 2 吹付けモルタル（補強材）の材料諸元 

設計基準強度 設計圧縮強度 設計引張強度 ヤング係数 単位体積重量 ポアソン比 

fmck’ fmc’ fmt Em γm νm 

[N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] [kN/m3] [-] 

40 30.8 7.00 20,000 21.7 0.20 

 

 

[鋼材] 

 主筋，配力筋およびアンカーボルトの材料諸元は表 3 に示すとおりとする．主筋および配力筋はい

ずれも呼び径 D19 で鋼種は SD345 を想定した数値とする．アンカーボルトは呼び径 M16 で鋼種は

SNR490B を想定した数値とする． 

 

表 3 鉄筋の材料諸元 

 設計引張強度 設計降伏強度 ヤング係数 単位体積重量 ポアソン比 

 σsu σsy Es γs νs 

 [N/mm2] [N/mm2] [N/mm2] [kN/m3] [-] 

主筋 
490 345 200,000 78.5 0.30 

配力筋 

アンカーボルト 490 325 200,000 78.5 0.30 

 

 

[地盤ばね] 

 地盤ばねについては，周辺地盤の地質が強風化層であると想定して，各数値は表 4 に示すとおりと

する． 

 

表 4 地盤ばね 

地質 
変形係数 法線バネ定数 接線バネ定数 

[kN/m2] [kN/m3] [kN/m3] 

強風化層 100,000 464,243 0 
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STEP 2：補強断面の検討 

 

[断面耐力の計算] 

 天端部の断面として，図 2 に示す 3 ケースの M-N 破壊包絡曲線を求める． 

   Model 1：既設覆工の巻厚が不足した「補強前モデル」 （t=15cm） 

   Model 2：補強の目標とした「NATM DIIIa モデル」 （t=35cm） 

   Model 3：既設覆工と内巻補強工を完全一体とした「補強後モデル」 （t=15+18cm） 

 

 

 解析の条件は以下に示すとおりとする． 

1) 既設部と新設部は，完全一体梁として計算する． 

2) コンクリートおよび吹付けモルタルの応力－ひずみ関係は，非線形モデルを採用し，引張応力は

見込まない． 

3) 鉄筋の応力－ひずみ関係は，完全弾塑性のバイリニアモデルとする． 

 

 

[補強断面の設定] 

 以上の 3 ケースのモデルから得られた M-N 破壊包絡曲線を比較したものを図 3 に示す． 

 

 

図 3 M-N 破壊包絡曲線の比較 

 

 図 3 より，NATM DIIIa の M-N 破壊包絡曲線と同等となるように，天端部における補強厚を 18cm と

する．  
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STEP 3：構造計算 

 

[有限要素解析モデルの作成] 

 有限要素解析モデルの覆工断面を図 4 に，有限要素解析モデルの概要を図 5 に示す． 

 有限要素解析の条件は，以下のとおりとする． 

1) 対称性を利用し，トンネル断面の中心線に対して半分を 2 次元でモデル化する． 

2) 覆工コンクリートおよび吹付けモルタルは平面要素でモデル化する． 

3) 補強鉄筋はトラス要素でモデル化する．吹付けモルタルの節点と共有節点とし，完全付着とする． 

4) 既設覆工と新設部の接合面はジョイント要素を用いてモデル化する． 

5) 周辺地盤の地質を強風化層として，地山側の全周囲に地盤ばねをモデル化する． 

6) 脚部の境界条件は各部材芯の鉛直並進のみを拘束し，自由を考慮したせん断ばねをモデル化する． 

7) 切断面の境界条件は，水平並進および全回転自由度は拘束する． 

8) 鉛直荷重は分布荷重で与え，側圧係数は 0（鉛直荷重のみ）とする． 

 

 以上を踏まえた有限要素解析モデルの概要を図 5 に示す． 

 

図 5 解析モデルの概要 
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(a) 既設覆工の寸法 (b) 内巻補強工の寸法 

図 4 有限要素解析モデルの覆工断面 
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[接合部の設計] 

 単位面積 1m2 あたり，あと施工アンカー（M16, SNR490B）は 4 本/m2，シヤキーは 25 穴/m2 の数量

で施工するものとする． 

 あと施工アンカーの垂直特性を表 5，シヤキーのせん断特性を表 6，ウォータージェットによる切

削面のせん断特性を表 7 に示す．これらの値をジョイント要素に与える． 

 

表 5 あと施工アンカーの垂直特性 

引張強度 引張剛性 圧縮強度 圧縮剛性 

σT Knt σC Knc 

[kN/m2] [kN/m3] [kN/m2] [kN/m3] 

204.1 3,925×103 ∞ 3,925×107 

 

表 6 シヤキーのせん断特性 

粘着力 内部摩擦角 せん断剛性 

cblk ϕblk Ksblk 

[kN/m2] [deg.] [kN/m3] 

1,660 42.5 3,320×103 

 

表 7 ウォータージェットによる切削面のせん断特性 

粘着力 内部摩擦角 せん断剛性 

cwj ϕwj Kswj 

[kN/m2] [deg.] [kN/m3] 

2,400 57.1 3,300×103 

 

 

[設計荷重の検討] 

 天端部における既設覆工の圧縮縁が設計圧縮強度に達するまで鉛直方向に等分布荷重を与えた結果

から，設計荷重は 285kN/m2とする．設計荷重 285kN/m2を与えた時の縁応力の分布を図 6 に示す． 

 

 
図 6 設計荷重 285kN/m2時の縁応力分布 
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[接合部の応力照査] 

 設計荷重 285kN/m2 を与えた時の接合部の応力分布を図 7 に示す．図 7 より，接合面の全範囲にお

いて垂直応力度があと施工アンカーの引張強度を超えないこと，せん断応力度がシヤキーおよびウォ

ータージェット切削面のせん断強度を超えないことが確認できる． 

 

 
(a) 垂直応力度の分布 

 

(b) せん断応力度の分布 

図 7 接合部の応力度分布 
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